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研究成果の概要（和文）： 

圧電素子により振動エネルギから変換した電気エネルギを用いて多モード制御ロジックを組み

込んだマイクロプロセッサを駆動し、これに同圧電素子に接続した準能動的制振回路の制御を

行わせることにより、外部からの電力供給が全く不要で、制振効率が高く、かつ絶対安定性を

もつエネルギ回生型準能動的制振手法を確立し、その有効性を実験で実証した。これによりエ

ネルギ回生型準能動的制振の実利用性を大きく向上させた。 

 
研究成果の概要（英文）： 

A self-powered digital vibration suppression technique has been established and 
demonstrated.  

A piezoelectric actuator attached to a vibrating structure is shunted on a switchable 
inductive circuit. To suppress the vibration semi-actively, the circuit is controlled by a 
micro-processor based on a multiple-mode control logic. The micro-processor is driven by a 
fraction of electric energy converted from mechanical one by the piezoelectric actuator. 

Several experiments have demonstrated that this self-powered vibration suppression 
technique works nicely. It has various advantages in performance, especially for 
multiple-mode vibration, and in the flexibility of application over the conventional 
self-powered analogue technique.  
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１． 研究開始当初の背景 

 
宇宙機の振動は様々な意味で有害であ

り、その抑制即ち制振は宇宙構造工学にお

ける重要課題の一つである。しかし、粘弾

性体の利用などの受動的制振によりこれを

達成することは極限までの軽量化を追求す

る宇宙機構造では容易ではなく、また、能

動的制振はシステムを複雑化し、必ずしも
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小回りの利く現実的な手段とはなり難い場

合も多いのが実状である。革新的な手段の

出現が望まれている。 

準能動的制振手法は基本的には受動的

制振が効率良く機能するよう系の特性を振

動の状態に応じて制御するものであり、受

動的制振の持つ絶対安定性を保持しつつ能

動制御に迫る制振性能を実現できる可能性

を秘めている。また、準能動的制振の場合

には、センサや制御ロジック回路の駆動な

どを除き、制振動作そのものの為のエネル

ギ供給を必要としない。 

我々は2000年に発表された素朴な準能

動的制振法を、柔軟に適用できる制振手法

に育てて来た。本手法は原理的には図１に

示すように振動する構造物に組み込んだ圧

電素子にシャント回路を接続し、回路内の

スイッチを、振動の位相に応じて同図の

point 1と2の間で巧みに切り替えることに

より効率的な制振を行おうものである。

我々はこの制振法について、圧電素子によ

り構造物の振動エネルギを電気エネルギと

して取り出すことにより制振を行うのみな

らず、この取り出したエネルギを効果的に

用いてさらに効率的に電気エネルギへの変

換と制振を行うエネルギ回生型準能動的制

振であることを示し、(1)多モード振動系に

おいて特定のモードを選択的に制振出来る、

(2)アクチュエイタとしての圧電素子をセ

ンサとしても用いつつエネルギ回生型準能

動的制振が行える、等の点で世界をリード

する適用性の高い制振手法を考案し、正弦

波、ランダム、過渡振動など多様な振動に

対して高い制振効果とロバスト性等を解析

的、実験的に確認してきた。 

この手法では制振のためには外部から

のエネルギを一切必要としないものの、制

御ロジック駆動のためのプロセッサやセン

サの電力だけは必要とされる。この電力を

も不要とすることが出来れば、受動的制振

の様に基本的にはメンテナンス不要で柔軟

な適用性に富み、かつ能動制御に迫る高性

能の夢の制振手法が実現できる。そこで、

圧電素子が発生する電力で動作する受動的

素子のみからなる簡単なアナログ回路で制

振制御ロジックを実現することにより、全

く電力を必要としない準能動的制振装置を

実現しようとした(H17-H18 年度科学研究費

補助金、萌芽研究、「準能動制振の完全無電

力化」、課題番号：17656276)。この試みは

ほぼ成功し、完全無電力のエネルギ回生型

準能動制振が可能であることを実証出来た

ものの、覚悟の上ではあったが多モード振

動に対する適応性を喪失し、更に市販電子

部品の性能から、例えば大きな振幅変動に

は対応できないなど、作動範囲が限られる

こととなった。 

更にこの間に我々は (3)このエネルギ

回生型制振手法はほぼそのままで効率の良

いエネルギハーベスト手法(振動のエネル

ギを電気エネルギとして蓄える手法)でも

あることを示した。 

以上(1),(2),(3)を踏まえ、此処で述べ

たエネルギ回生型準能動制振を、完全に電

力供給不要なシステムにすることにより、

適用性が極めて高く、高性能な制振技術と

して仕上げるためには、振動エネルギから

変換した電気エネルギでマイクロプロセッ

サを駆動することにより、我々が導入した

柔軟な制御則やセルフセンシングを実現し、

柔軟で高性能な完全無電力制御を実現する

ことが正道であり、かつそれが可能である

との確信に至った。 

図１無電力デジタル準能

動的制振の概念図 

 

２． 研究の目的 
 

本研究は、前項で述べた背景を踏まえ、

高効率、絶対安定で、多モード振動にもモ

ード選択的に対応でき、制振対象のある程

度の特性変化にハードウエアの変更を必要

とせず、かつ、外部からの電力供給を全く

必要としない、夢の制振系を実現しその動

作を実証することを目的としたものである。 

具体的には、図１のように、振動する構

造物に取り付けたアクチュエイタとしての

圧電素子に接続した準能動的な制振回路を

多モード制御ロジックを搭載したマイクロ

ブロセッサにより制御することにより高度

な準能動制振を実現するともに、圧電アク

チュエイタが振動エネルギから変換した電



 

 

気エネルギの一部を用いてマイクロプロセ

ッサを駆動するという画期的手法を確立し、

実験的に実証することにより、外部からの

電力供給を全く不要とし、我々も高性能化

に大きく貢献してきたエネルギ再生型準能

動的制振技術の運用性を大きく高め、適用

範囲を格段に広げることを目的とする。 

世界に先駆けてこれを実現し、実用に適

用できる段階に進めることはこの分野の学

術研究にとって重要な意義を持つ。これが

実現すれば宇宙機のみならず地上のシステ

ムを含む幅広い分野の制振に大きな貢献を

なすと期待される。 

 

３． 研究の方法 

 

研究計画の立案、装置設計、再設計などは

シミュレーションを含む解析的検討も含め

て慎重に行ったが、基本的には実験的、実証

的方法により研究を進めた。 

制振用アクチュエイタとしての圧電素子

を組み込んだ2自由度振動系(2つの錘をバネ

で結合した構造体)を設計、作成した。そし

て、従来から研究代表者等が準能動的制振の

ために用いているエネルギ回生型の高効率

な制振回路を設計・作成してこの圧電アクチ

ュエイタに接続した。それらの動特性を同定

し、その結果を用いて、研究代表者らが以前

から提案していた多自由度系に適用できる

準能動制振ロジックを設計し、低消費電力マ

イクロプロセッサに実装した。同時に、圧電

アクチュエイタに接続され、圧電アクチュエ

イタから電力を整流して取り出すブリッジ

整流回路と、整流後の直流電圧を 2V に変換

してマイクロプロセッサに電力を供給する

高効率の DC/DC 変換器を製作した。更に、2

つの錘の一方の変位に比例する電圧をマイ

クロプロセッサの A/D変換器に供給する圧電

センサ 1個を別途に供試体に取り付けた。 

次に、これらを組み合わせた系の構造体の

錘の一方を加振器で加振し、上記電力でマイ

クロプロセッサを駆動し、センサ用圧電素子

からの信号に基づきマイクロプロセッサで

制振回路を駆動することにより、初の無電力

デジタル制振装置を実現した。系の固有振動

数にあたる単一周波数の加振による制振系

の挙動の確認のみならず、1次及び 2次固有

振動数が様々に混合した加振力による加振、

更には衝撃による非定常加振などを行い、各

種挙動や制振性能を測定した。その結果を、

外部から電力を供給した理想的な場合の準

能動的制振制振の性能や、従来技術であるア

ナログ回路による無電力制振の性能と比較

した。 

 

４． 研究成果 
 

前項で述べたようにして、本研究の目的であ
る、外部から全く電力供給を必要とせず、高
度な制御則を導入できる、エネルギ回生型準
能動的制振を初めて実現し、実証した。 

 
(1) 定常加振を受ける場合の性能の比較 

 
３．で述べた 2つの錘の一方を、動電型加

振器を用いて、系の一次固有振動数(20.3Hz)

と二次固有振動数(36.6Hz)の正弦波で加振

した。これに対して、 (a) 外部電力を用い

た理想的状態での準能動的制振、 (b) 本研

究で実現した無電力デジタル準能動的制振、 

(c) 従来技術である無電力アナログ準能動

的制振、及び(d)何らの制振措置をも施さな

い場合の制振性能、振動特性を測定した。 

図 2はその結果の概要を示している。横軸

αは加振器への入力信号に於ける一次固有

振動数成分の割合(つまりα=1 では一次固有

振動のみでの加振、α=0 では 2次固有振動数

のみでの加振に相当)である。縦軸は、本供

試体の 2つの錘の変位の自乗和を加振器が本

試験装置の振動系になした仕事率で除した

値を無次元化したものである。無次元化には

上記(a)の外部電力使用の理想状態での制振

性能を用いてある。この値が小さいほど高い

制震性能が示されたこととなる。ここで図示

の都合上、 (d)の何らの制振措置をも施さな

い場合のプロットは凡例に示すとおり 1/10

倍の値を示していることに注意が必要であ

る。 

同図の値を見ると、いずれの制振法の場合

にも、制振を行わない場合に比べて 1桁～1.5

桁低い値となり、よく制振機能を果たしてい

ることが分かる。(b)の本研究で実現した無

電力デジタル準能動的制振では、外部電力を

利用する(a)に比べて制震性能が数十%劣っ

ている。これはこの実験装置・環境下では払

わざるを得ない無電力化に対する代償であ

る。後述のようにこの代償は小さくできるが、

個々の実用に当たっては、無電力化のメリッ

トとのトレードオフとなる。従来技術である

(c)の無電力アナログ制振と比較すると、全

般にわたり本手法が有利であることが分か

るが、特にα=0.5 付近で大きな差が生じてい

る。これは(c)の無電力アナログ制振では多

モード振動を選択的に制振できないのに対

し、本手法では高度な制御則を用いることが

でき、多モード振動に適切に対処できている

為である。 
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図 2 実現した本手法と他の従来手

法との性能の比較 

 

(2)エネルギ的考察と性能改善 

 

本手法の要の一つは、圧電アクチュエイタ

が振動エネルギから変換した電気エネルギ

でマイクロプロセッサを駆動する点である。

従ってマイクロプロセッサ駆動用電力が、振

動エネルギから変換される電気エネルギよ

り小さいことが前提である。さらに、本手法

の基礎となっているエネルギ回生型準能動

的制振は、振動エネルギから圧電素子が変換

した電気エネルギを即座には散逸させず温

存し、振動エネルギを更に効率的に電気エネ

ルギに変換する為にこれを利用するもので

ある。従って高い性能を維持するためにはプ

ロセッサ駆動用に取り出すエネルギは可能

な限り小さく押さえる必要がある。 

例として図 2 に示したα=1 の場合につい

て、諸測定結果からエネルギ収支を求めると、

加振器が振動系に与えたエネルギは約 50mW、

このうち図 1の整流回路に流入したエネルギ

は約 18mW、数十 V から 2V へ電圧を落とす

DC/DC 変換器への入力エネルギが 14mW、そし

てマイクロブロセッサ(図 1 のスイッチ駆動

を含む)が消費したエネルギは 3mW 以下であ

る。単一周波数での定常加振の場合には、こ

のような制振性能の低下量を解析的に求め

ることができるが、それに従えば、図 2のα

=1 に於ける(a)と(b)の値の差は上記エネル

ギ量とほぼ整合している。 

本研究では上記の観点から入手できる範

囲でエネルギ効率の高い DC/DC変換器と省電

力型プロセッサを用いたが、それでもプロセ

ッサが消費する電力の 6倍のエネルギをとり

だすこととなっている。微小電力用 DC/DC 変

換器の今後の効率向上等により本手法の性

能は図 2 の(a)の理想状態のそれに近づける

ことができると考えられる。 

 

(3)今後に向けて 

 

本研究により、無電力デジタル重能動的制振

を実証できた。今後は現実の宇宙機などへの

適用に向けた研究へと広げてゆきたい。 

(2)で述べたように、本手法の性能は電子デ

バイスの性能向上とともに向上し、外部電力

使用時の性能に近づくと考えられる。今後の

電子デバイスの性能向上を期待する。 
 
 
なお、現在、本研究成果の取りまとめ、原著
論文の執筆であり、複数論文を投稿中である。 
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